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■概観 ― 超大型会見が４回 

日本記者クラブは日本全国の新聞、放送、通信社が集まり、政府からの援助は受

けず、会費で運営する日本で唯一のナショナル・プレスクラブである。ジャーナリ

ズムが共有する組織として、ニュースの当事者を招いて記者会見を主催する。会見

で記者との質疑を通してゲストが情報を発信し、会員が報道し広く社会に伝わるこ

とで、国民の知る権利に資することを基本的な目的としている。 

2018 年度に主催した行事総数は 255 回だった。昼食会・記者会見・研究会、討

論会などのプレス向け行事が 223 回。一般行事が 32 回だった。 

中でも 300 人以上の取材記者を集めた超大型会見が 4 回あった。シリアで武装勢

力による拘束から開放されたジャーナリストの安田純平氏が帰国した 1週間後に行

った会見（11 月 2 日 386 人）、危険なタックルが問題となった日大アメフト選手

の会見（5 月 22 日 358 人）、ワールドカップ・ロシア大会の 2 カ月前に解任され

た、ハリルホジッチ前サッカー日本代表監督の会見（4 月 27 日 332 人）、初のメ

ジャーリーグのシーズンを終えたロサンゼルス・エンゼルスの大谷翔平選手（11 月

22 日 312 人）である。 

6 年ぶり 10 回目となる自民党総裁選の立候補者（安倍晋三首相、石破茂元幹事

長）の討論会を 9 月 14 日に開催した。 

「平成とは何だったのか」シリーズでは、政治、社会、経済、事件、文化・文学、

女性、災害など幅広い分野から 21 回ゲストを招き平成の 30 年を振り返った。また、

「トランプのアメリカ」、「朝鮮半島の今を知る」「2 期目の習体制」「日本の労働を

誰が支えるのか」「統計不正問題の深層」「公文書管理を考える」「議論再燃！ベー

シックインカム」「働き方改革の論点」「世論調査と報道」「消費税 これまで・こ

れから」などのシリーズ企画を行った。 

6 年目を迎えた現役記者向けの「記者ゼミ」は「企業報道を極める」のテーマで

企業人を中心に様々な角度から講師を招き、ディスカッションを行った。 

恒例の記者研修会は「すぐに役立つ実践講座」と銘打ち、実践型を中心にしたプ

ログラムを初めて組み、69 社から 110 人が参加した。調査報道の手法や動画撮影

のイロハをベテラン記者が紹介したほか、「被害者取材」をテーマに初めてグルー

プディスカッションを行った。 

プレスツアーでは国内では福島第１原子力発電所、海外では社会保障をテーマに

北欧・フィンランドとスウェーデンを取材した。また、国立天文台、戊辰戦争 150

年の会津若松・白河、朝鮮通信使の足跡・広島など科学や歴史をテーマにしたプレ

スツアーも行った。中国・チベットへの取材を予定していたが、中国側から「産経

新聞記者にビザを発給しない」との通告を受けたため派遣を中止した。 

2018 年度の日本記者クラブ賞は、調査報道で大きな業績を上げた奥山俊宏・朝日

新聞社編集委員に、特別賞は 1世紀近く点字新聞を発行してきた毎日新聞社の「点

字毎日」編集部に贈った。 

毎月 10 日に発行している日本記者クラブ会報は会員に配布したほか、ＰＤＦ版
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をホームページで一般公開して、クラブ主催の会見を紹介した。Facebook、Twitter、

YouTube などを使ったインターネットでの情報発信にも努めた。 

■公益社団法人の目的と 3つの公益事業 

日本記者クラブは、2011 年 4 月 1 日、社団法人から公益社団法人に移行した。定

款第 3条で公益社団法人としての目的を以下のように定めている。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
この法人は、内外の重要ニュースソースとの接触を多角化し、報道機関相互の交流

を緊密化することにより、その活動の促進と社会的機能の向上、発展をはかり、ジャ
ーナリズムの職業倫理向上および表現の自由の擁護につとめ、民主主義の発展に寄与
する。この法人の事業が会員のジャーナリズム活動や報道を通し、広く国民が共有す
る情報となることにより、国民の知る権利、国民生活の向上安定、および国際相互理
解の促進に資することを目的とする。 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

この目的を達成するために実施する公益社団法人としての「公益目的事業」は次の

3分野にまとめられる。 

①内外の要人を招き、記者会見などを開催し、国民の知る権利に資する。 

②すぐれた業績をあげたジャーナリストに日本記者クラブ賞、同特別賞を贈る。 

③日本記者クラブ会報を発行し、インターネットを通じて良質な時事情報を開示し、
重要な会見を全文保存し公開する。 

 

以下に、2018 年度のおもな事業活動と運営を報告する。 

Ⅰ．公益目的事業① 記者会見 ――――――――――――――――― 

≪194回のプレス行事≫ 

日本記者クラブが 2018 年度に主催した行事・会合は、討論会（1 回）、昼食会・記

者会見・研究会（185 回）、記者ゼミ（31 回）、取材団・プレスツアー（6回）、記者

研修会といったプレス向け行事が 223 回だった。総会記念講演やクラブ賞受賞記念

講演といった一般行事、試写会・上映会を加えた行事総数は 255 回となった。 

≪参加 300 人以上の超大型会見が 4 回≫ 

前年度は参加者が 200 人を超える大型会見が 6件にのぼった。18 年度は 5件だっ

たが、そのうち 4 件は 300 人以上が参加した「超大型会見」。新聞各社が大きく紙

面を割き、テレビ局は会見内容を生中継しただけでなく、情報番組が「立ちレポ」

で会場の雰囲気を伝えるなど大きく扱い、社会の注目を集めた。 

参加数 1位は、11 月 2 日に行ったジャーナリスト・安田純平氏の会見だった。2015

年 6 月にシリアで消息を絶ち、後に武装勢力に拘束されたことが判明。40 カ月の監
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禁生活の後に解放され、10 月 25 日に帰国した。その 1 週間後、

帰国後第一声の会見には、386 人が参加した。 

5 月 22 日に行われた日大アメフト選手の会見には 358 人が取

材に詰めかけた。関西学院大学との定期戦での危険なタックルが

問題になり注目を集める中、選手本人が初めて記者の前に姿を現

した。20 歳の無名大学生がゲストになる前代未聞の記者会見だ

ったが、覚悟を決めた大学生の謝罪が生中継などで大きく報道さ

れ、世論の流れが一変、この大学生に国民的な同情が寄せられた。

記者会見の威力を示した、日本のニュース史に残るイベントとなった。選手の代理

人の弁護士からの希望を受けた翌日に急きょ開催したもので、特例として壇上に弁

護士の同席を認めるなど異例ずくめの会見となった。 

ワールドカップ・ロシア大会の 2カ月前に解任された、ハリルホジッチ前サッカ

ー日本代表監督の会見（4月 27 日）にも 332 人の記者が集まった。 

 2017 年 11 月に、当クラブ会見でメジャーリーグへ

の挑戦を表明した大谷翔平選手は、ロサンゼルス・エ

ンゼルスでの最初のシーズンを終えて 11月 22日にク

ラブに戻って来た。参加者は前回の255人を上回る312

人、「一番の選手になりたい」と語った会見から 1年、

大きく成長した姿を見せてくれた。 

これらの会見は「日本記者クラブで会見」すること

自体もニュースとなった。大谷選手会見を報じた紙面では、18 年の会見参加者数ト

ップ 5をまとめた記事もあった。 

≪6 年ぶりの自民党総裁候補討論会≫ 

9 月 20 日投開票で行われた自民党総裁選に立候補し

た安倍晋三首相と石破茂・元幹事長による討論会を 9

月 14 日に開催した。第 1 部は候補者の主張と討論、第

2部は企画委員4人による代表質問という構成で行った。

総裁選での討論会は 10 回目 6 年ぶりの開催で、223 人

が参加した。 

≪平成とは何だったのか≫ 

「平成とは何だったのか」シリーズを、近現代史の泰斗・保阪正康氏を第 1回の

ゲストに迎えて始めた（写真）。 

保阪氏は平成天皇論を中心に、第 1回らしく政治、社会と幅広

く平成時代を振り返った。その後、経済、事件、文化・文学、女

性の進出、災害、ボランティアなど幅広くゲストを招き、下記の

ように 19 年度も含め通算 21 回開催した。 

 



 

4 

 

「平成とは何だったのか」  

 
2018/5/16 (1) 平成時代とは ノンフィクション作家・保阪正康氏 

2018/5/18 (2) 平成デモクラシー史 佐々木毅・元東京大学学長 

2018/5/31 (3) 経済の推移と技術進歩 吉川洋・立正大学教授 

2018/6/14 (4) 平成の事件・疑獄史 宗像紀夫・元東京地検特捜部長 

2018/6/27 (5) 短歌と世相 佐佐木幸綱・歌人・「心の花」主宰 

2018/7/2 (6) 間近で見た金融動乱 五味廣文・元金融庁長官 

2018/7/3 (7) 東アジア情勢と日本 田中均・日本総合研究所国際戦略研究所理事長 

2018/7/24 (8) 科学と社会の関わり方 吉川弘之・元東京大学学長・元日本学術会議会長 

2018/8/22 (9) 人口減少と社会保障 山崎史郎・元厚生労働省社会・援護局長 

2018/9/10 (10) 平成の災害史 室﨑益輝・神戸大学名誉教授 

2018/9/27 (11) 平成の経済史 経済学者 野口悠紀雄氏 

2018/11/2 (12) 日本語と日本人の情緒の移り変わり 俵万智・歌人 

2018/11/26 (13) 平成のボランティア史 渥美公秀・大阪大学教授 

2018/12/4 (14) バブルの崩壊と再生 斉藤惇・元日本取引所グループ CEO 

2018/12/14   (15) 平成政治、そして国会改革 小泉進次郎、小林史明、福田達夫、村井
英樹衆議院議員 

2019/1/18 (16) 平成のプロ野球 王貞治・福岡ソフトバンクホークス会長（写真） 

2019/3/29 (17) 退位と天皇・皇后 原武史・放送大学教授 

2019/4/2     (18) 女性と社会～何が変わり、何が変わらなかったか～ 
樋口恵子・評論家 

2019/4/5     (19) 平成天皇・皇后 井上亮・日本経済新聞編集委員（皇
室、近現代史担当） 

2019/4/10 (20) 平成金融危機 東郷重興・元日本債券信用銀行頭取 

2019/4/12 (21) 防人の任務を振り返って 番匠幸一郎・元陸上自衛隊西部方面総監 

≪国際問題、話題の深層――幅広いシリーズ企画≫ 

国際・外交関係は「2 年目のトランプ政権（19 年 2 月に「トランプのアメリカ」

に改題）」、「朝鮮半島の今を知る」「2 期目の習体制」と、外交の重要ファクターを

おさえるシリーズを継続した。中でも、史上初の米朝首脳会談とそれにともなう南

北関係の変化や、徴用工問題などで冷え込む日韓関係を背景に「朝鮮半島」は最も

活発に行われた。日本の研究者だけでなく、韓国から来日する研究者や韓国籍ジャ

ーナリストなど多様なゲストを迎え、複雑なテーマを多角的にとりあげた。また、

フランスの「黄色いベスト運動」を受けて「ポピュリズム考」を始めた。 

入管法改正を機に、外国人労働者の受け入れについて考える「日本の労働を誰が

支えるのか」を始めた。すでに導入されている技能実習制度の問題点や外国人との

共生のあり方から始め、諸外国の移民制度まで大きく展開した。法務省の記者クラ

ブで行っている法務省入担当者によるブリーフィングを日本記

者クラブに持ち込むという試みも行った。改正入管法は 2019 年

度から施行され、実際の運用が始まる。海外取材団のテーマとす

る案もあり、今後も継続していく。 

厚労省の毎月勤労統計調査において、全数調査であるべきとこ

ろがサンプル調査が行われていた問題を受けて「統計不正問題の

深層」シリーズを開催した。第三者委員会の第一人者・久保利英
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明弁護士（写真）を第 1回に招き、全 5回行った。 

そのほか「公文書管理を考える」「議論再燃！ベーシックインカム」「働き方改革

の論点」「世論調査と報道」「消費税 これまで・これから」など、時々の話題に応

じてシリーズ企画を行った。 

≪金子兜太さん一周忌企画ほか多彩な会見≫ 

現代俳句の巨人・金子兜太さんの一周忌に、金

子さんを間近で見続けた嵐山光三郎さん、黒田杏

子さん、下重暁子さんと、金子さんの晩年を追っ

たドキュメンタリー映画「天地悠々 兜太・俳句

の一本道」の監督、河邑厚徳さんが壇上にならび、

兜太さんの思い出を語った（2/20）。続けて、同作

品の試写も行われ、延べ 200 人以上が参加した。 

上記に加え「平成」シリーズで招いた佐佐木幸綱さん（6/27）、俵万智さん（11/2）、

『日めくり子規・漱石 俳句でめぐる 365 日』の著者・神野紗希さん（9/4）ら歌

人、俳人を招いた。科学分野からも、ＡＩ翻訳・通訳を開発する隅田英一郎・国立

研究開発法人情報通信研究機構（NICT）フェロー（4/3）、天然ウナギ卵の採取に成

功した海洋生物学者の塚本勝巳さん（8/10）、15 年ぶりの火星の大接近にあわせて

国立天文台天文情報センターの縣秀彦普及室長（8/31）など幅広くゲストを招いた。 

≪記者ゼミは「企業報道を極める」、土曜記者ゼミ「調査報道」「ＩＴ講座」も≫ 

6 年目の記者ゼミは「企業報道を極める」のテーマ

で 18 回開催した。企業人を中心に様々な角度から講

師を招き体験談や記者との関係などについて話を聞

き、ディスカッションを行った。企業広報、不祥事、

企業合併などの局面で企業人が何を考え行動したか、

興味深い話題をめぐっての討論は参加した記者の視

野を広げてくれたのではないか。 

17 年度に行った「調査報道」と「ＩＴ講座」は、開催日を土曜日に移し、“記者

が記者に教える”というスタイルで講師陣の記者を中心に運営に当たった。 

≪21 回目の記者研修会は実践型≫ 

21 年目の記者研修会は「すぐに役立つ実践講座」

と銘打って、初めて実践型を中心にしたプログラム

を組んだ。8月 30 日、31 日の 2日間で開催、69 社

から 110 人（うち非会員 19 社 21 人）が参加した。

ベテラン記者が調査報道の手法や動画撮影のイロ

ハを紹介したほか、「被害者取材」をテーマに初め

てグループディスカッションを行った。 
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グループディスカッション前の基調講演として、「地下鉄サリン事件被害者の会」

の高橋シズヱさんが、取材を受ける側の思いやメディアへの注文、期待を話した。

その後、10 人程度のグループに分かれ、被害者報道経験があるベテラン記者をリー

ド役に議論が行われた。ベテラン記者による取材手法の解説などとあわせ「記者が

記者に教える」場としての日本記者クラブの機能が発揮された 2 日間だった。 

≪5 回目の福島原発取材団と文化ツアー≫ 

5 回目となる福島第１原子力発電所取材団（2/5

～8 写真）には 30 社 42 人が参加した。これまで

線量が高いためバスで通り過ぎるだけだった3号機、

4 号機建屋間の通路で初めて下車することができた。

事故直後から放射線量が非常に高いエリアだった

ががれきの撤去が進んだため、線量が低くなったと

の説明だった。こうした環境の整備や使用済み核燃

料取り出しのためのドームが完成した3号機など進

捗が見られる一方、立ち並ぶタンクにたまった汚染水の処理、燃料デブリ取り出し

作業など行方が見通せない課題も多く、廃炉の先行きの厳しさを感じる取材となっ

た。 

原発が立地する大熊町は、避難指示一部解除と役場新庁舎での業務開始に向けて

作業が進んでいた。志賀秀陽・復興事業課課長と、全町避難の中で草刈りなど町の

見守り作業を続けてきた役場職員ＯＢ、通称「じじい部隊」の面々が取材に応じ、

各社が報じた。 

国立天文台天体観望会（9/12 参加 70 人）、 戊辰戦争 150 年会津若松・白河プ

レスツアー（9/14～15 17 人）、「広島 朝鮮通信使の足跡プレスツアー」（10/20

～21 19 人）など科学や歴史をテーマにした見学会、プレスツアーも好評だった。 

≪北欧へ社会保障取材 中国取材団は中止≫ 

北欧取材団（6 月 10 日～17 日）には 11 人が参加、フィ

ンランドのベーシックインカム導入実験や、スウェーデン

の積極的労働市場政策の実情などを取材した。日本の失業

者のイメージとは全く違うベーシックインカム受給者（実

験参加者）の姿、介護の現場、雇用の考え方の違いなど、

現地でなければ感じられない「違い」を見聞する貴重な機

会となった。 

2015 年から続けてきた中国取材団は、各社から希望が強かったチベットへの取材

を予定していた。しかし 6月の出発に向けた準備中、中国側から「参加者のうち産

経新聞記者だけにビザを発給しない」との通告を受けた。これを受けて理事会は「特

定メディア排除を求める中国政府の決定には、言論・表現の自由の観点から承認で

きない」として派遣中止を決定し、中止に至った経緯とクラブの見解をウェブサイ

トに掲載した。同時に、直接取材には大きな意義があるため、中国への取材団派遣

は継続したいとも表明した。 
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≪試写会「記者たち」「共犯者たち」ジャーナリスティックな作品次々≫ 

ブッシュ政権が主張する「大量破壊兵器の存在」がうそだったことを報じた米紙

ナイト・リッダーの苦闘を描いたドラマ「記者たち～衝撃と畏怖の真実～」（3/1）

をはじめ、李明博政権、朴槿恵政権による言論弾圧に抵抗したＭＢＣ、ＫＢＣの記

者たちを描いたドキュメンタリー「共犯者たち」（5/30）、北朝鮮の庶民の暮らしを

追ったドキュメンタリー「ワンダーランド北朝鮮」（6/7）、ブッシュ政権下で「史

上最強の副大統領」と言われるほどの権力をふるったディック・チェイニーを描い

たエンターテインメント「バイス」（3/15）など、ジャーナリスティックな作品を

多く取り上げた。 

 

Ⅱ.公益目的事業② 日本記者クラブ賞 ―――――――――――― 

≪朝日新聞編集委員の奥山俊宏氏に日本記者クラブ賞、特別賞は「点字毎日」
編集部に≫ 

日本記者クラブは、毎年、報道・評論活動などを通じて顕著な業績をあげ、ジャ

ーナリズムの信用と権威を高めたジャーナリストに日本記者クラブ賞を贈ってい

る。1972 年に創設して以来、日本を代表するジャーナリストを顕彰している。ク

ラブ賞創設 40 年を機に 2012 年度には、より開かれた賞をめざして日本記者クラブ

賞特別賞が新設された。特別賞は原則としてクラブ会員以外を対象とし、ジャーナ

リズムの向上と発展につながる特筆すべき業績や活動を顕彰する。いずれも、日本

のジャーナリズムの高い水準を内外に示すものであり、言論の自由を擁護し、国民

の知る権利に資する公益目的事業である。 

2018 年度の日本記者クラブ賞は、調査報道で大きな業績を

上げた奥山俊宏・朝日新聞社編集委員（写真右）に贈り、特別

賞を 1世紀近く視覚障害者のために点字新聞を発行してきた毎

日新聞社の「点字毎日」編集部（写真下）に贈った。 

日本記者クラブの会員から推薦を募り、2018 年 1 月末の締

め切りまで日本記者クラブ賞に 12 候補、同特別賞に 9 候補が

推薦された。 

個人Ｄ会員 8 人で構成する推薦委員会が 3 月 5

日に検討し、総務委員会で構成する選考委員会

（15 人）が 4 月５日、推薦委員会の具申を参考

に選考して、クラブ賞には奥山俊宏氏がもっとも

ふさわしく、特別賞には「点字毎日」編集部がふ

さわしいと 4 月 27 日の理事会に答申し、正式に

決定、発表した。 

報道機関へ発表した贈賞理由は下記のとおり。 
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「奥山俊宏氏は、米公文書館で発掘した膨大な公文書を読み解いた著書『秘密解

除 ロッキード事件』（岩波書店）で、米側の視点からロッキード事件に新たな光

を当て調査報道の手本を示したと評価された。日本で公文書改ざんが問題となって

いる今、公文書の意義を示したことも大きい。このほかにも、福島第一原発事故な

どの徹底した取材や、国際調査報道ジャーナリスト連合（ＩＣＩＪ）のメンバーと

してパナマ文書、パラダイス文書の報道でも成果をあげた。さらに早稲田大学や日

本記者クラブなどで自身の調査報道の手法を学生や他社の記者に開示し、後進の育

成にも貢献している点なども含めて、日本記者クラブ賞にふさわしいと高く評価さ

れた」 

「点字毎日は 1922 年（大正 11 年）創刊以来、日本で唯一の点字新聞として戦争

中も休みなく視覚障害者にとって長く貴重な情報源となってきた。収益性よりも社

会的弱者への貢献を優先した 100 年近い歩みは敬服に値する。ジャーナリズムの使

命の広がりについても考えさせてくれた。全盲を含む少人数の記者が独自に取材し

た障害者関連のニュースを紙面の主体にしている点も、高く評価したい。さらに、

点字新聞の活字版や音声版を発行したり、全国盲学校弁論大会を主催するなど、時

代に合わせて多角的に障害者支援を行っている点も大きな意義があるとして、特別

賞にふさわしいと高く評価された」 

6 月 6 日には一般にも開放して奥山俊宏氏、「点字毎日」編集部の遠藤哲也編集長、

濱井良文同編集次長、全盲の佐々理人記者よる受賞記念講演会を日本記者クラブ 10

階ホールで行い、210 人が参加した。 

 

Ⅲ．公益目的事業③ 日本記者クラブ会報とネットによる情報開示 

≪ウェブサイト さらに充実したコンテンツを掲載≫ 

日本記者クラブ会報は毎月 10 日に、約 4000 部を発行し、クラブ会員と会員社の

関係報道機関、さらに主要官庁の記者クラブなどに無料で届けている。ＰＤＦ版を

ホームページで一般公開し、だれもが無料で読むことができる。ホームページには

会見の動画や記者によるリポートを掲載し、インターネットの特性を生かし、速報

と情報発信力の強化につなげている。不特定多数の人々が日本記者クラブの活動に

アクセスでき、国民の知る権利に資する公益目的事業である。 

今年度も会報委員会は魅力ある紙面づくりを目指し、企画を中心としたクラブ事

業と連携した特集をその都度掲載した。「クラブゲスト」のページでは、毎号、記

者会見・研究会等に出席した会員や記者に内容を紹介してもらった。話題を集めた

日大アメフト部のタックル問題に関する会見（5.22）、シリアで拘束され、約 3 年 4

カ月ぶりに解放されたジャーナリストの安田純平氏の会見（11.2）はそれぞれフロ

ント写真にも掲載し大きく取り上げた。 

海外、国内取材団の参加者による取材報告も掲載した。7 月号では先進的な社会

保障モデルを視察した「北欧取材団」（第 19 回海外取材団）、10 月号では戊辰戦争

150 年の節目に福島県会津若松、白河の戦跡をたどったプレスツアー、11 月号では

朝鮮通信使の足跡をたどり広島県鞆の浦と下蒲刈島を視察したプレスツアー、歌舞
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伎の南座などを訪問した京都文化ツアー、2019 年 3 月号では福島第 1、第 2 原子力

発電所の構内を視察した取材団の特集をそれぞれ組んだ。 

時々の話題のニュースを取材・報道した記者に、ニュースの背景や取材の様子を

「ワーキングプレス」として報告してもらった。今年度の特色として、度重なる自

然災害の発生をうけて、それぞれの被災地の地元メディアに寄稿してもらった。8

月号では、西日本豪雨で被害を受けた広島、岡山、愛媛の様子を中国新聞、山陽新

聞、愛媛新聞の各紙の記者に執筆を依頼、被害後の多忙な中にもかかわらず貴重な

報告を寄せてもらった。10 月号では北海道胆振東部地震による全道ブラックアウト

下での新聞発行の様子を北海道新聞の記者に、台風 21 号の影響で水没した関西空

港を取材しての報告を、毎日放送の記者にそれぞれ執筆してもらった。 

また、OB 会員による「書いた話・書かなかった話」、取材で出会った人を紹介す

る「リレーエッセー」も回を重ねた。各社写真部の力作とベテラン OB 会員による

エッセーでつくる最終ページ「写真回廊」は、魅力的な写真と練達の筆のコラボレ

ーションが記者クラブの会報にふさわしい彩りを添えている。 

東日本大震災関連では、2019 年 3 月号に「3.11 から 8 年 今どう伝えるか」を

テーマに特集を組んだ。8 年の今だからこそ取り組んでいることや伝えたいことを、

被災地の岩手、宮城、福島 3 県の会員社など計４社からの寄稿を掲載した。また新

機軸として「視覚で伝える 3.11」をテーマにデザイン、写真担当の奮闘も紹介した。 

第 6 期記者ゼミ「企業報道を極める」は、経営者を中心とする企業人のほかに弁

護士、大学教授なども含めて 18 人の講師を招いた。その 18 回の全てで、参加した

記者の報告を掲載した。自主的な運営で土曜日に継続されている「調査報道」と「IT

講座」の土曜記者ゼミもその都度参加した記者や事務局による報告を掲載した。 

会報とウェブサイトのすみわけ・連携をさらに強化し、両媒体の特性を生かした

多様で幅広い情報発信を行っている。会見ゲストについては、毎月平均 15 人のゲ

ストの中から一部をピックアップして会報「会見リポート」面に掲載。レイアウト

を工夫するなど変化のある紙面作りを目指している。会報で詳報できなかったゲス

トについてはウェブサイトに迅速に記事を掲載した。 

■「被災地通信」を「被災・防災・減災 最前線」に改題 

2012 年 5 月号から、東日本大震災の被災地の地元メディアに現状報告を寄稿し

てもらってきた「被災地通信」。相次ぐ自然災害の発生をうけて、2019 年 1 月号か

ら同連載を「被災・防災・減災 最前線」に改題し、被災地からの報告のみならず、

防災、減災まで幅広く自然災害を取り上げていくことになった。初回は南海トラフ

巨大地震防災プロジェクト「いのぐ」について、高知新聞の記者が報告した。 

■「会報委員から」欄がスタート 

これまであまり会報に登場する機会がなかった会報委員会の委員 11 人が毎月自

由なテーマでエッセーを寄稿する「会報委員から」欄を 6 月号から始めた。 
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≪ウェブサイト さらに充実したコンテンツを掲載≫ 

資料価値の高い会見の文字記録「会見詳録」。今年度は研究会「憲法」「被害者報

道を考える」「平成とは何だったのか」や自民党総裁選立候補者討論会など 18 本を

追加した。会員のエッセーを紹介する「取材ノート」には、会報に掲載した「書い

た話・書かなかった話」「リレーエッセー」やウェブサイト限定コンテンツとして

の「私の取材余話」「旅の記憶」にも原稿を随時追加している。 

過去に記者会見を行った著名なゲストが亡くなった際には、会見の音声データを

「音声アーカイブ」のページに公開した。18 年度は浅利慶太元劇団四季代表

（1986/2）、コフィ・アナン元国連事務総長（2001/1）、日本文学研究者のドナルド・

キーン氏(2008/12）などを追加し、18 年度末現在、125 本の音声データを公開して

いる。 

Ⅳ．収益事業 ――――――――――――――――――――――――― 

≪貸室利用収入、施設機器賃貸収入が増加≫ 

日本記者クラブは大小 4つの会議室（9 階・会見場、大会議室、小会議室、10 階

ホール）を持ち、クラブ行事で使用しない時間に限って会員に有料で貸し出してい

る。2018 年度は、貸室利用は 1,122 回（2017 年度は 1,107 回）、延べ 2,770 時間（2017

年度は 2,753 時間）で、貸室収入は 40,736,155 円となり、前年度に比べ 2,673,669

円増加した。 

貸室の利用者に対して行っているマイクや液晶プロジェクターなどの音響・映像

機器等の施設機器賃貸収入は 6,890,660 円で、前年度に比べ 177,780 円増加した。 

また、ラウンジは取材先との待ち合わせなどに自由に利用できるほか、レストラ

ンでは昼、夜の食事を提供している。貸室とラウンジ、レストランでの飲食サービ

スは㈱アラスカに業務委託しており、売り上げの一部がクラブの事業収入（飲食割

戻収入）になっている。2018 年度の飲食割戻収入は 17,301,390 円で前年度に比べ

て 553,026 円減少した。 

以上、3つの事業収益の合計額は、64,928,205 円となり、前年度に比べ 2,298,423

円増加した。 

Ⅴ．日本記者クラブの運営 ――――――――――――――――――― 

≪個人 D 会員の会費値下げから 2 年 順調に入会者増加中≫ 

2017 年 4 月に、各社の出身者を主な対象とした個人 D会員の会費を月額 5,000 円

に引き下げ、80 歳以上の会員に適用していた割引会費（月額 2,000 円）の新規適応

を廃止した。個人 D 会員はこの数年、退会者数が入会者数を上回る年が続いていた

が、値下げから 2年度目となった 18 年度は新規会員が急増し、2007 年以来 12 年ぶ

りにプラスに転じた。新会費制度からまもなく 3年目となる現在も入会問い合わせ
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は続いており、今後も増加が期待される。 

≪業務関連システムリニューアルから 1 年 追加開発も行う≫ 

複数のデータベースを一括管理し、作業の重複を減らす目的で再構築した業務関

連システムは、始動から 2年が経過した。緊急会見のスムーズな開催案内の発送や

貸室利用予約の簡略化など、リニューアルによって会員サービスの向上に結びつい

ているが、さらなる利便性アップ、業務効率化をめざし追加開発を行っている。 

≪ラウンジにワーキングスペースを設置 カーペットの張替も≫ 

松山幸雄名誉会員（朝日新聞出身、78 年度日本記者クラブ賞受賞）からの寄付金

300 万円について、第 229 回施設運営委員会（2018/1/31）は「記者向けの作業スペ

ースを増設してはどうか」と第 617 回理事会に提案、決議された（18/5/24）。これ

を受け、ラウンジの左端壁沿いにワーキングスペー

スを設置した（写真）。全 8席の作業机は全ての席に

コンセント、手元用ライトを備え付けている。これ

まで個人が使用できるスペースは図書コーナー裏に

4 席しかなく、会員から改善を求める声が挙がって

いた。ラウンジ内ではフリーWi-Fi も利用できるた

め、これまでの利用会員だけでなく、「上京中の居場

所として貴重、快適」と地方紙記者からも好評を得

ている。 

経年劣化にともない、小会議室の床カーペットの張替も行った。これまでの総床

敷きではなくタイルタイプを採用したため、汚れや傷みに応じてすぐに取り外し・

交換が可能になり、常に清潔な状態を保つことができている。今後、同タイプのカ

ーペットを大会議室、会見場にも適用する予定である。 

≪賛助会員の会 今年も開催≫ 

クラブの活動に賛同する一般企業や国際機関の広報担当者などの会員枠である

賛助会員向けに、各社のベテラン・若手記者と交流の場を提供するための催しを

2018 年度も行った。 

ベテラン記者がその時々のタイムリーな話題について解説する昼食付きの「賛助

会員の会」は、企画委員で東京新聞論説委員の五味洋治記者を招いた。「米朝首脳

会談を読む」のテーマで開催した会には 20 人が参加した（2018/6/28）。各社の政

治・経済・外信・社会部の若手記者と特別賛助会員をつなぐ立食スタイルの「特賛

の会」は 12 月 11 日に行い、参加者は約 50 人と盛況だった。 

≪中島善範会員から寄付≫ 

12 月 21 日、中島善範会員（朝日新聞出身）からクラブに 200 万円が寄付された。

2019 年度中に行う創立 50 周年記念事業および、日本記者クラブ賞の費用に役立て

てほしいとの希望があり、理事会で決議した。 

≪下田進一元クラブ事務局長が死去≫ 

1986年 12月から1989年 12月まで第5代クラブ事務局長を務めた下田進一氏（元
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共同通信常務理事）が 2018 年 5 月 25 日に死去した。 

≪各委員会の活動≫ 

総務委員会 事業計画、事業報告、予算案、決算案など理事会に諮るべき議題につ

いて協議した。 

会員資格委員会 毎月 1回開催し、届けのあった入会希望者について可否を協議し、

結果を理事会に答申した。 

企画委員会 毎月 1回開催し、招へいするゲストについて協議したほか、記者会見、

研究会などの実施に当たっては委員が司会を担当した。 

会報委員会 毎月 1回開催し、次号会報の編集方針について協議した。 

施設運営委員会 隔月で開催し、事務局からの事業収入報告を受けたほか、クラブ

施設の運営について協議した。 

日本記者クラブ賞推薦委員会 応募のあった日本記者クラブ賞、同特別賞の候補全

員について議論し、有力候補を日本記者クラブ賞選考委員会に具申した。 

日本記者クラブ賞選考委員会 日本記者クラブ賞推薦委員会からの答申を踏まえ、

受賞者を選考し理事会に答申した。 

≪法人会員は 1 社退会 法人賛助会員は 1 社増 1 社減≫ 

日本記者クラブの会員はプレス会員（法人会員、基本会員、個人Ａ、個人Ｂ、個

人Ｃ、個人Ｄ）と賛助会員（法人賛助、個人賛助、特別賛助）、名誉・功労会員、

学生会員によって構成されている。中でも新聞・通信、放送各社が登録している法

人会員は会費収入の約 76 パーセントを負担すると同時に、最高議決機関である社

員総会を構成するなど、財政上も運営上も中心的存在としてクラブを支えている。

その法人会員社は 1 社が退会した（電波新聞社）。また、一般企業も法人賛助会員

として会員になっているが、2018 年度は入退会ともに 1社ずつだった（入会：日本

気象協会、退会：Twitter Japan)。  

≪入会金免除 特別賛助会員の入会金を除き 2018 年度も継続≫ 

理事会では会員増加策の一環として、法人会員と法人賛助会員の入会金を 2013

年度から免除してきた。第 613 回理事会（2018/3/9）は新規入会の特別賛助会員を

除き、この措置を 2018 年度も継続することを申し合わせた。 

2019 年 3 月 31 日現在の会員数は以下の通り。カッコ内は前年との増減。 

【プレス会員】 

法人会員 132 社 （- 1 社）  

基本会員 739 人 （- 5 人）  

個人Ａ会員 293 人 （- 9 人）  

個人Ｂ会員  59 人 （+ 1 人）  
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個人Ｃ会員  63 人 （- 8 人）  

個人Ｄ会員 836 人 （+ 15 人） 

【賛助会員】 

法人賛助会員 61 社 （± 0 社） 

 115 人 （- 1 人） 

個人賛助会員  20 人 （+ 1 人） 

特別賛助会員 106 人 （± 0 人） 

【その他の会員】 

名誉・功労会員 11 人 （± 0 人） 

学生会員 121 人 （- 17 人） 

  

合計 193 社   （- 1 社） 

 2,363 人 （- 23 人） 
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日本記者クラブ 理事・監事 2019 年 3 月 31 日現在 

理事長 原 田 亮 介 日本経済新聞社専務執行役員論説委員長 

副理事長 梅 野  修 共同通信社常務理事 

副理事長 荒 木 裕 志 日本放送協会理事 

専務理事 土 生 修 一 日本記者クラブ 

理事 小 松  浩 毎日新聞社主筆 
総務委員長 

理事 田 中 隆 之 読売新聞社取締役論説委員長 
会員資格委員長 

理事 西 村 陽 一 朝日新聞社常務取締役 
企画委員長 

理事 小 林  毅 産経新聞社取締役 
会報委員長  （論説・正論・夕刊フジ担当、夕刊フジ代表） 

理事 岩 田 栄 一   ＴＢＳテレビ取締役 
施設運営委員長 

理事 渡 邊 祐 司 時事通信社常務取締役 

 深 田  実 中日新聞社取締役論説担当兼 
  東京本社論説室論説主幹 

 五十嵐正剛 北海道新聞社東京支社長 

 都 留 正 伸 西日本新聞社執行役員東京支社長 

 鈴 木  淳 岩手日報社東京支社長 

 後 藤 栄 司 岐阜新聞社執行役員東京支社長兼営業部長 

 林  康 生 新潟日報社取締役東京支社長 

 下 尾 芳 樹 京都新聞社東京支社長 

 高 橋 敏 彦 高知新聞社東京支社長 

 加 藤 和 人 宮崎日日新聞社東京支社長 

 粕 谷 賢 之 日本テレビ放送網取締役執行役員報道局解説委員長 

 宮 川  晶 テレビ朝日報道局長 

 石 原 正 人 フジテレビジョン報道局長 

 福 田 裕 昭 テレビ東京執行役員報道局長 

 大 鹿  紳   中京テレビ放送東京支社長 

 伊 東  亮 関西テレビ放送取締役 

 梶 原 稔 生 RKB 毎日放送執行役員東京支社長 

 西 野 文 章   日本新聞協会専務理事・事務局長 

 永 原  伸 日本民間放送連盟専務理事 

 富 田  恵 日本プレスセンター専務取締役 

監事          木 原 慎 二 中国新聞社取締役東京支社長 

 高村千恵子 徳島新聞社東京支社長 

 三 木 明 博 文化放送代表取締役会長 

（了） 

 


